
 

債券内容説明書 

2026年2月2日 

 

 

 

 

 

 

第 87回国際協力機構債券 
   
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

独立行政法人国際協力機構 

 

証券情報の部 



 

 

本証券情報説明書に関する連絡先 

東京都千代田区二番町 5-25 二番町センタービル 

独立行政法人 国際協力機構 

財務部 財務第一課 

電話番号 東京03（5226）9279 
  

1.本債券内容説明書 証券情報の部（以下「本証券情報説明書」といいます。）において記載する

「第87回国際協力機構債券（以下「本債券」といいます。）」は、独立行政法人国際協力機構法

（平成14年法律第136号）第32条に基づき、外務大臣及び財務大臣の認可を受けた国際協力機

構債券の発行に係る基本方針に則って、独立行政法人国際協力機構（以下「当機構」といいま

す。）が発行する債券です。 

2.本債券は政府保証の付されていない公募債券（財投機関債）です。 

3.本債券については、金融商品取引法（昭和23年法律第25号）第3条第2号の規定が適用される

ことから、その募集について同法第4条第1項の規定による届出は行われておらず、本債券、本

証券情報説明書及び債券内容説明書 発行者情報の部（2026年1月19日現在）（以下「発行者情報

説明書」といいます。）に対しては、同法第2章の規定は適用されません。また、当機構が作成す

る財務諸表については、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明は求められ

ておりません。 

4.当機構の財務諸表は、独立行政法人通則法（平成11年法律第103号）第37条により、原則とし

て企業会計原則によるものとされ、「独立行政法人会計基準」、「独立行政法人会計基準注解」及び

「独立行政法人国際協力機構の業務運営並びに財務及び会計に関する省令」（平成15年外務省令

第22号）等に基づき作成しており、発行者情報説明書に掲載されております。 

5.本証券情報説明書及び発行者情報説明書はそれぞれ、インターネット上のウェブサイト

（https://www.jica.go.jp/about/investor/bond/result.html）において閲覧可能です。当機構

に関する詳しい情報及びその業務の特徴、また、本証券情報説明書に記載されている事項の正確

な理解のためには発行者情報説明書をご参照下さい。 

 



 

手数料など諸費用について 

■ 本債券をお買付けいただく場合は、購入対価のみをお支払いいただきます。 

 

ご投資にあたってのリスク等 

■ 本債券の価格は金利変動等に対して上下しますので、償還日より前に売却・換

金する場合、投資元本を割り込むことがあります。また、市場環境の変化によ

り流動性（換金性）が著しく低くなった場合、売却・換金することができない

可能性があります。 

■ 本債券の発行者である独立行政法人国際協力機構の信用状況の変化及びそれに

関する外部評価の変化等により、投資元本を割り込むことがあります。 

 

証券情報説明書等について 

■ 本証券情報説明書に記載された内容については、訂正されることがあります。 

■ 本債券のお申し込みにあたっては、本証券情報説明書をご覧の上、内容を十分

に読み、お客様のご判断と責任に基づいてご契約下さい。 

■ 本債券のお申し込みにあたっては、契約締結前交付書面をよくお読み下さい。 

■ 本証券情報説明書及び本証券情報説明書の訂正事項分のご請求・お問い合わせ

は、下記の取扱金融商品取引業者までお願いいたします。 
 
取扱金融商品取引業者  
 

商号等/登録番号 

加入協会 

日本証券業協会 

一般社団法人 
日本投資 
顧問業協会 

一般社団法人 
金融先物 
取引業協会 

一般社団法人 
第二種金融商品
取引業協会 

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社 
金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第2336号 

○ ○ ○ ○ 

株式会社ＳＢＩ証券 
金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第44号 

○  ○ ○ 

大和証券株式会社 
金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第108号 

○ ○ ○ ○ 

東海東京証券株式会社 
金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第140号 

○ ○ ○ ○ 

楽天証券株式会社 
金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第195号 

○ ○ ○ ○ 
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第1 募集要項 

１． 新規発行債券 

銘 柄 第87回国際協力機構債券 債 券 の 総 額 金5,000百万円 

記 名 ・ 無 記 名 の 別 - 発行価額の総額 金5,000百万円 

各 債 券 の 金 額 1万円 申 込 期 間 
2026年2月9日から 

2026年2月26日まで 

発 行 価 格 
額面100円につき 

金100円 
申 込 証 拠 金 

額面 100 円につき金 100 円とし、払込期

日に払込金に振替充当する。 

申込証拠金には利息をつけない。 

利 率 

未定（年1.030％～年1.430％

を仮条件とし、当該仮条件に

より需要動向を勘案したうえ

で2026年2月6日に決定する

予定。） 

払 込 期 日 2026年2月27日 

利 払 日 
毎年6月20日 

及び12月20日 
申 込 取 扱 場 所 

別項引受金融商品取引業者の本店 

及び国内各支店 

償 還 期 限 2027年12月20日 振 替 機 関 
株式会社証券保管振替機構 

東京都中央区日本橋兜町7番1号 

募 集 の 方 法 一 般 募 集 

利 息 支 払 の 方 法 

利息支払の方法及び期限 

１. 本債券の利息は、払込期日の翌日から本債券を償還すべき日（以下「償還期日」という。）まで

これをつけ、2026 年 6月20日を第１回の利払期日としてその日までの分を支払い、その後、

毎年6月20日及び12月20日の2回に、各その日までの前半か年分を支払う。 

２. 半か年に満たない利息を支払うときは、半か年の日割をもって計算する。 

３. 利息を支払うべき日が銀行休業日に当たるときは、その支払は前日に繰り上げる。 

４. 償還期日後は、利息をつけない。但し、償還期日に本債券の償還を怠った場合には、償還期日

の翌日から実際に独立行政法人国際協力機構（以下「当機構」という。）から別記「摘要」欄第

3項に定める本債券の募集の受託会社（以下「受託会社」という。）への本債券の元利金にかか

る支払が行われた日までの日数につき別記「利率」欄に定める利率により計算される金額（以

下「経過利息」という。）を支払う。経過利息は、半か年の日割をもって計算する。 

償 還 の 方 法 

１．償還金額 

額面100円につき金100円 

２．償還の方法及び期限 

（1）本債券の元金は、2027年12月20日にその全額を償還する。 

（2）償還期日が銀行休業日に当たるときは、その支払は前日に繰り上げる。 

（3）本債券の買入消却は、払込期日の翌日以降いつでもこれを行うことができる。 

担 保 

本債券の債権者（以下「本債権者」という。）は、独立行政法人国際協力機構法（平成14年法律

第136号。以下「JICA法」という。）の規定により、当機構の財産について、他の債権者に先立っ

て自己の債権の弁済を受ける権利を有する。 

財務上

の特約 

担保提供制限 該当事項なし（本債券は一般担保付であり、財務上の特約は付されていない。） 

その他の条項 該当事項なし 
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摘         要 

１． 信用格付業者から提供され、若しくは閲覧に供される予定の信用格付 

本債券について、当機構は株式会社格付投資情報センター（以下「R&I」という。）からＡＡ＋

の信用格付を2026年2月6日付で取得する予定である。R&Iの信用格付は、発行体が負う金

融債務についての総合的な債務履行能力や個々の債務等が約定どおりに履行される確実性

（信用力）に対するR&Iの意見である。R&Iは信用格付によって、個々の債務等の流動性リス

ク、市場価値リスク、価格変動リスク等、信用リスク以外のリスクについて、何ら意見を表明

するものではない。R&Iの信用格付は、いかなる意味においても、現在・過去・将来の事実の

表明ではない。また、R&Iは、明示・黙示を問わず、提供する信用格付、又はその他の意見に

ついての正確性、適時性、完全性、商品性、及び特定目的への適合性その他一切の事項につい

て、いかなる保証もしていない。 

R&Iは、信用格付を行うに際して用いた情報に対し、品質確保の措置を講じているが、これら

の情報の正確性等について独自に検証しているわけではない。R&Iは、必要と判断した場合に

は、信用格付を変更することがある。また、資料・情報の不足や、その他の状況により、信用

格付を取り下げることがある。 

一般に投資に当たって信用格付に過度に依存することが金融システムの混乱を引き起こす要

因となり得ることが知られている。 

本債券の申込期間中に本債券に関して R&I が公表する情報へのリンク先は、R&I のホームペ

ージ（https://www.r-i.co.jp/rating/index.html）の「格付アクション・コメント」及び同

コーナー右下の「一覧はこちら」をクリックして表示されるリポート検索画面に掲載される

予定である。なお、システム障害等何らかの事情により情報を入手することができない可能

性がある。その場合の連絡先は以下のとおり。 

R&I：電話番号 03-6273-7471 

２．社債、株式等の振替に関する法律の適用 

本債券は、社債、株式等の振替に関する法律（平成13年法律第75号。以下「社債等振替法」と

いう。）の規定の適用を受けるものとし、同法第67条第1項の規定により本債券の証券は発行し

ない。 

３．募集の受託会社 

（1）JICA法第32条第8項に基づく本債券の募集の受託会社は、東京都所在の株式会社三井住友銀

行とする。 

（2）受託会社は、本債権者のために弁済を受け、又は本債券に基づく債権の実現を保全するため

に必要な一切の裁判上又は裁判外の行為をする権限を有する。 

（3）受託会社は、本債権者のために、公平かつ誠実に本債券の管理を行うものとする。 

（4）受託会社は、本債権者に対し、善良な管理者の注意をもって本債券の管理を行うものとする。 

（5）受託会社は、本債券の発行要項（以下「発行要項」という。）各項のほか、法令及び当機構と

受託会社との間の2026年2月6日締結予定の第87回国際協力機構債券募集委託契約証書（以

下「委託契約」という。）に定める義務及び権限を有する。本債権者は、委託契約に定める受

託会社の権限及び義務に関する全ての規定の利益並びに受託会社によるかかる権限の行使及

びかかる義務の履行による利益を享受することができる。 

（6）受託会社は、法令、発行要項、委託契約及び本債券の債権者集会（以下「債権者集会」とい

う。）の決議に違反する行為をしたときは、本債権者に対し、これによって生じた損害を賠償

する責任を負う。 

４．期限の利益の喪失事由 

本債券の期限の利益の喪失事由は、次の各号に掲げるものとする。 

（1）当機構が別記「利息支払の方法」欄又は別記「償還の方法」欄第2項の規定に違背し、5営業

日以内に履行又は治癒されないとき。 

（2）当機構が発行する本債券以外の債券若しくはその他の借入金債務について期限の利益を喪失

し、又は期限が到来しても 5 営業日以内にその弁済をすることができないとき、又は当機構

以外の債券若しくはその他の借入金債務に対して当機構が行った保証の債務について履行義

務が発生したにもかかわらず、当該債務にかかる契約上定められた保証債務を履行すべき最

終日から 5 営業日以内にその履行をすることができないとき。但し、当該債務の合計額（邦

貨換算後）が50億円を超えない場合は、この限りではない。 

（3）当機構が解散することを定める法令及び解散の期日を定める法令が公布され、かつ当機構の

解散期日の 1 か月前までに、本債券の債務の総額について他の法人に承継される法令が公布

されていないとき。 
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摘         要 

（4）法令若しくは裁判所の決定により、当機構又は当機構が解散して本債券の債務を承継した法

人に対して、株式会社における会社更生、特別清算その他これらに準ずる倒産処理手続に相

当する手続が開始されたとき。 

５．期限の利益喪失の公告 

前項の規定により当機構が本債券について期限の利益を喪失したときは、受託会社はその旨

を本「摘要」欄第6項(2)に定める方法により公告する。 

６．公告の方法 

（1）当機構又は受託会社は、本債券に関し、本債権者の利害に関係する事項であって、受託会社が

本債権者に通知する必要があると認める事項がある場合は、これを公告する。 

（2）公告は、法令又は契約に別段の定めがあるものを除き、官報並びに東京都及び大阪市で発行

される各一種以上の新聞紙に掲載することにより行う。但し、重複するものがあるときは、

これを省略することができる。 

７．債券原簿の公示 

当機構は、その主たる事務所に本債券の債券原簿（以下「本債券原簿」という。）を備え置き、そ

の営業時間中、一般の閲覧に供する。但し、当機構は以下の場合には本債券原簿の閲覧を拒否す

ることができる。 

①当該請求を行う者がその権利の確保又は行使に関する調査以外の目的で請求を行ったとき。 

②当該請求を行う者が本債券原簿の閲覧又は謄写によって知り得た事実を利益を得て第三者に

通報するため請求を行ったとき。 

③当該請求を行う者が、過去2年以内において、本債券原簿の閲覧又は謄写によって知り得た

事実を利益を得て第三者に通報したことがある者であるとき。 

８．発行要項の変更 

（1）当機構は、受託会社と協議のうえ、本債権者の利害に重大なる関係を有する事項を除き、発行

要項を変更することができる。 

（2）前号に基づき発行要項が変更されたときは、当機構はその内容を公告する。但し、当機構と受

託会社が協議のうえ不要と認めた場合は、この限りではない。 

９．本債券の債権者集会 

（1）債権者集会は、本債券の全部についてするその支払の猶予その他本債権者の利害に重大なる

関係を有する事項につき決議することができる。 

（2）債権者集会は、当機構又は受託会社がこれを招集するものとし、債権者集会の日の 3 週間前

までに債権者集会を招集する旨及び債権者集会の目的である事項その他必要な事項を公告す

る。 

（3）債権者集会は、東京都において行う。 

（4）本債券の総額（償還済みの額を除く。又、当機構が有する本債券の金額はこれに算入しない。）

の10分の1以上に当たる本債権者は、債権者集会の目的である事項及び招集の理由を記載し

た書面を受託会社に提出し、債権者集会の招集を請求することができる。 

（5）本債権者は、債権者集会において、その有する本債券の金額（償還済みの額を除く。）に応じ

て、議決権を有するものとする。 

（6）前号の規定にかかわらず、当機構は、その有する本債券については、議決権を有しない。 

（7）債権者集会において決議をする事項を可決するには、議決権者（議決権を行使することがで

きる本債権者をいう。以下本募集要項において同じ。）の議決権の総額の5分の1以上で、か

つ、出席した議決権者の議決権の総額の3分の2以上の議決権を有する者の同意がなければ

ならない。 

（8）前号の規定にかかわらず、以下のいずれかに該当する決議をすることはできないものとし、

これらに該当する決議がされた場合、かかる決議は効力を有しない。 

①債権者集会の招集の手続又はその決議の方法が法令又は発行要項の定めに違反するとき。 

②決議が不正の方法によって成立するに至ったとき。 

③決議が著しく不公正であるとき。 

④決議が本債権者の一般の利益に反するとき。 

（9）本債権者は、本人又はその代理人によって、債権者集会に出席することができる。当機構は、

その代表者を当該集会に出席させ、又は書面により意見を述べることができる。本人又はそ

の代理人が当該集会に出席しない本債権者は、受託会社が定めるところにしたがい、書面に

よって議決権を行使することができる。書面によって行使した議決権の額は、出席した議決

権者の議決権の額に算入する。 

（10）債権者集会の決議は、本債券を有する全ての債権者に対し効力を有するものとし、その執行

は受託会社があたるものとする。 
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（11）本項に定めるほか債権者集会に関する手続は当機構と受託会社が協議して定め、本「摘要」

欄第6項（2）に定める方法により公告する。 

（12）本項の手続に要する合理的な費用は当機構の負担とする。 

１０．元利金の支払 

本債券にかかる元利金は、社債等振替法及び別記「振替機関」欄に定める振替機関が定める社債

等に関する業務規程その他の規則及び業務処理要領（以下「業務規程等」という。）にしたがって

支払われる。なお、当機構は、JICA法第32条第9項及び業務規程等にしたがって、受託会社に

本債券の元利金を支払うことによって、本債券の元利金にかかる債務を免責されるものとする。 

１１．募入方法 

応募超過の場合は、本募集要項「2．債券の引受け及び債券に関する事務」欄の引受人の代表者が

適宜募入額を定める。 

１２．発行代理人及び支払代理人 

別記「振替機関」欄に定める振替機関が定める業務規程等に基づく本債券の発行代理人業務及び

支払代理人業務は、株式会社三井住友銀行においてこれを取り扱う。 
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２. 債券の引受け及び債券に関する事務 

債
券
の
引
受
け 

引受人の氏名又は名称 住  所 引受金額 引受けの条件 

 

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー

証券株式会社 

 

株式会社ＳＢＩ証券 

 

大和証券株式会社 

 

東海東京証券株式会社 

 

楽天証券株式会社 

 

 

東京都千代田区大手町一丁目9番2号 

 

 

東京都港区六本木一丁目6番1号 

 

東京都千代田区丸の内一丁目9番1号 

 

愛知県名古屋市中村区名駅四丁目7番1号 

 

東京都港区南青山二丁目6番21号 

百万円 

1,400 

 

 

 700 

 

1,100 

 

1,200 

 

 600 

1．引受人は、本

債券の全額に

つき、連帯して

買取引受を行

う。 

2．本債券の引

受手数料は額

面100円につき

金 22.5 銭とす

る。 

計 － 5,000 

債
券
に
関
す
る
事
務 

募集の受託会社の名称 住 所 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内一丁目1番2号 
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３. 新規発行による手取金の使途 

（１）新規発行による手取金の額 

払込金額の総額 発行諸費用の概算額 差引手取概算額 

5,000百万円 14百万円 4,986百万円 

 

（２）手取金の使途 

上記差引手取概算額4,986百万円は、発行から24か月以内に、全額をJICA 法第13条第1項第2号に定める有償

資金協力業務に充当する予定です（但し、石炭火力発電事業への出融資を除きます）。 

 

当機構が、2023年4月に公表した「JICAソーシャル/サステナビリティボンドフレームワーク」は、国際資本市場

協会のソーシャルボンド原則2021、グリーンボンド原則2021 及びサステナビリティボンドガイドライン2021 に適

合する旨のセカンドパーティーオピニオンを、独立した第三者機関であるムーディーズ・ジャパン株式会社より2023

年 4 月 7 日付で取得しています。上記フレームワークに基づき、サステナビリティボンドとして本債券を発行しま

す。 

有償資金協力は、開発途上地域の政府等に対する譲許的条件による貸付である「円借款（ドル建て借款を含む、以

降同じ）」と、我が国又は開発途上地域の法人等に対して開発事業の実施に必要な資金を融資・出資する「海外投融

資」があります。 

有償資金協力は、開発途上国・地域の持続的な発展を支援するために実施されるものであり、電力、道路、鉄道と

いった基本的なインフラ整備、安全な水、廃水・廃棄物処理、教育や保健・医療といった必要不可欠な社会サービス

の整備、持続可能な食料システム構築と貧困削減を促進する農業・農村開発、雇用と経済成長を支える産業開発・中

小企業の育成、気候変動対策、自然資源・環境の持続的管理、防災・災害からの復興、ジェンダー平等・女性のエン

パワメント促進、平和構築などの支援が含まれます。 

円借款の供与に当たっては、協力相手国の所得水準、協力分野、我が国の優れた技術やノウハウの活用の有無など

に応じ、供与条件（金利、償還期間等）を決定しています。 

JICA は、有償資金協力事業すべてが社会的課題の解決に貢献する事業としてソーシャルボンドの資金使途を満た

すと考えます。また、これらには、社会的課題の解決に加えて環境面の課題解決にも貢献する事業が含まれます。こ

のため、JICA のサステナビリティボンドの資金使途は、ソーシャルボンドの資金使途のみを満たす事業に加え、ソ

ーシャルボンドの資金使途を満たし且つ環境面の課題解決にも貢献する事業により構成されます。 

 

資金使途、事業の評価・事業選定プロセス、調達資金の管理、レポーティングは下記のフレームワークにて詳述し

ています。 

JICAソーシャル/サステナビリティボンドフレームワーク 

https://www.jica.go.jp/about/investor/spo/__icsFiles/afieldfile/2025/01/15/bond_framework_jp.pdf 

【参考】 

セカンドパーティーオピニオン（発行者：ムーディーズ・ジャパン株式会社） 

https://www.jica.go.jp/about/investor/spo/__icsFiles/afieldfile/2023/09/06/bond_opinion_jp.pdf 
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第1 参照書類 

当機構の経理の状況その他の事業の内容に関する重要な事項及びその他の事項については、以下に掲げる書類を

ご参照下さい。 

以下に掲げる書類については、当機構ホームページ

（https://www.jica.go.jp/about/investor/bond/result.html）に掲載されています。 

「債券内容説明書 発行者情報の部（2026年1月19日現在）」 
 

第2 参照書類の補完情報 

上記に掲げた参照書類としての債券内容説明書 発行者情報の部（2026年1月19日現在）（以下「発行者情報説明

書」という。）に記載された発行者情報について、発行者情報説明書の作成日以後、本債券内容説明書証券情報の部

作成日（2026 年 2月2日）までの間において、変更及び追加すべき事項は生じておりません。なお、発行者情報説

明書には将来に関する事項が記載されておりますが、本債券内容説明書証券情報の部作成日（2026 年 2月2日）現

在においてもその判断に変更はありません。

 


